
評 価 結 果

平成２１年１１月２４日作 成 年 月 日

河 川 課事 業 担 当 課

（ 補助 宮 城 県事 業 名 補助・単独の別 事業主体真野川 上 流）総合流域防災事業
ま の が わ じょうりゅう

石巻市 【位置図後掲】 宮 城 県施行地名 管理主体
いしのまきし

河川法第60条第2項根拠法令

真野川上流地区は、堤防が低く流下能力が低いため、洪水時には流域各所で越水事業目的
し、耕地及び家屋の浸水被害が発生している。このため、真野川及び支川上流部の

未改修部の築堤及び河積の拡大により、治水安全度向上を図るもの。
※治水安全度：確率統計学的に求められた概ね何年かに１回発生する規模の降雨による洪水が、氾濫しな

いように定めた河川改修の安全度。（治水安全度１／２０：概ね２０年に１回降る確率の
雨に対して定めた河川改修の安全度）

事業内容

事 業 着 手 時 河川改修延長Ｌ＝7,300m
(平成元年度) 築堤Ｖ＝209,000m3、掘削Ｖ＝233,000m3、橋梁７橋、

樋門、樋管６箇所

再 評 価 時 河川改修延長Ｌ＝7,300m
(平成11年度) 築堤Ｖ＝209,000m3、掘削Ｖ＝233,000m3、橋梁７橋、

樋門、樋管６箇所

再 々 評 価 時 河川改修延長Ｌ＝7,300m（真野川L=2,000m、日向川L=2,000m、水沼
(平成16年度) 川L=800m、高木川L=1,000m）

築堤Ｖ＝209,000m3、掘削Ｖ＝233,000m3、橋梁７橋、
樋門、樋管６箇所

再 々 評 価 時 河川改修延長Ｌ＝7,300m（真野川L=2,000m、日向川L=2,000m、水沼
(平成21年度) 川L=800m、高木川L=1,000m）

築堤Ｖ＝209,000m3、掘削Ｖ＝233,000m3、橋梁７橋、
樋門・樋管６箇所

【事業内容の変更状況とその要因】
・変更なし

事 業 費

全 体 事 業 費 費 用 負 担 内 訳

国 県 市町村 その他
( )

内用地費 [ 50 %] [ 50 %] [ － %] [ － %]

事 業 着 手 時 29.9 3.3 14.95 14.95
(平成元年度) 億円 億円 億円 億円 － 億円 － 億円

再 評 価 時 29.9 3.3 14.95 14.95
(平成11年度) 億円 億円 億円 億円 － 億円 － 億円

再 々 評 価 時 29.9 3.3 14.95 14.95
(平成16年度) 億円 億円 億円 億円 － 億円 － 億円

再 々 評 価 時 29.9 3.3 14.95 14.95
(平成21年度) 億円 億円 億円 億円 － 億円 － 億円

※事業費増加度（重点評価実施基準 指標４）
＝（再評価時事業費－事業着手時事業費）／事業着手時事業費
＝（29.9 － 29.9 ）／ 29.9 ＝0.0％

【事業費の変更状況とその要因】
・事業費の変更はなし
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○事業費増減対照表

着手時 再々評価時 再々評価時 増 減 変更の主な
(平成元年度) (平成16年度) （平成21年度）

理由
事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費

73.6% 73.6% 73.6% －%本工事費 －22.0億円 22.0億円 22.0億円
－－ 億円

L= L= L=築堤・掘削・護岸
－ －工 7,300m 7,300m 7,300m12.5億円 12.5億円 12.5億円 － 億円

－ －その他 一式 一式 一式9.5億円 9.5億円 9.5億円 － 億円

8.7% 8.7% 8.7% －%測量及び試験費 － －一式 一式 一式2.6億円 2.6億円 2.6億円 － 億円

10.7% 10.7% 10.7% －%用地費及び補償費 － －一式 一式 一式3.2億円 3.2億円 3.2億円 － 億円

7.0% 7.0% 7.0% －%その他工事費等 － －一式 一式 一式2.1億円 2.1億円 2.1億円 － 億円

100 % 100 % 100 % －%合計 － － －一式 一式 一式29.9億円 29.9億円 29.9億円 億円

規則第２４条第１号関係事業の進捗状況

○事業期間

事 業 着 手 時 再 々 評 価 時 再 々 評 価 時
（平成元年度） （平成16年度） （平成21年度）

事業採択予定年度 年度 事 業 採 択 年 度 年度 事 業 採 択 年 度 年度H.元 H.元 H.元

用地買収着手予定年度 年度 用 地 買 収 着 手 年 度 年度 用 地 買 収 着 手 年 度 年度H.元 H.元 H.元

工事着手予定年度 年度 工 事 着 手 年 度 年度 工 事 着 手 年 度 年度H.元 H.元 H.元

計 画 変 更 実 施 年 度 年度 計 画 変 更 実 施 年 度 年度H.12 H.12

完 成 予 定 年 度 年度 完 成 予 定 年 度 年度 完 成 予 定 年 度 年度H.25 H.30 H.30

※事業停滞年数(重点評価実施基準指標１)＝０年（停滞なし）
※事業工期延伸度(重点評価実施基準指標３)

＝（変更後予定事業期間）／（当初予定事業期間）＝ 30 ／ 25 ＝1.2

○進捗率

平成21年度までの

事業費 進捗率 内用地費 進捗率

(13.0) (43.5) (2.9) (90.6)
16.3 54.5 2.9 90.6

億円 ％ 億円 ％

※事業工程乖離度(重点評価基準指標２）
＝（累加投資事業費／現全体事業費）－（累加年単純割額／現全体事業費）
＝（ 16.3 ／ 29.9 ）－（ 20.9 ／ 29.9 ）
＝（ 54.5 ）％－（ 70.0 ）％＝ ▲15.5％
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事業の進捗状況（順調でない場合にはその要因）】【

・用地補償については、沿川で実施された真野及び高木地区のほ場整備事業と調整を図りな
がら進めてきており、高木川上流右岸を除き取得済みとなっている。工事については、住
家連担地域の日向川から着手し、平成１７年度までに上流部と牛石橋上流左岸を除き概成
しており、現在は痩堤で出水時に漏水が発生している真野川の築堤をＨＷＬ堤で進めてい
る。

※痩堤：堤防の幅が基準に満たない堤防のこと。
※漏水：洪水時に河川の水位上昇により、堤防内の浸潤面が上昇し、水圧増加等の影響により、堤防の裏

法面側（河川の流水に接しない側の法面）で河川の水が漏れ出すこと。
※ＨＷＬ堤：計画洪水位（計画の洪水を流した場合の水位）の高さで整備する暫定形の堤防のこと。通常

は河川の規模に応じた余裕高も含め、完成堤として整備を行う。

今後の進捗の見込み（事業スケジュール表後掲）】【

・出水時に漏水の発生している真野川のＨＷＬ堤を水沼川合流点まで施工し、日向川の残区
間を概成させ、その後に真野川上流部及び水沼川、高木川の改修に着手する予定である。

施設管理の予定・管理状況

・河川維持管理計画を策定し、管理区間を重点度により４区分に分けて管理を行っている。
管理頻度はa区間が月１回、b区間が年４回、c1区間が年２回、c2区間が必要時にパトロー
ルを実施することとし、必要に応じ支障木伐採、堆積土砂撤去作業等の維持管理作業を実
施している。なお、真野川はa、b、c1区間の河川に該当し、パトロール及び維持管理作業
を行っている。

上位計画等

・土木行政推進計画【宮城県土木部】（平成２０年５月改訂）により、平成３０年（予定）
まで計画的に事業を行い、完成させる予定である。

規則第２４条２号関係事業を巡る社会経済情勢等

○社会経済情勢

・平成１４年７月の台風６号による集中豪雨により、真野川では高木川合流点付近と真野大
橋上流右岸で越水し沿川に甚大な被害が生じた。

・その他近年の洪水では、平成３年の床下９９戸、床上２戸、浸水面積７ｈａ、平成６年
１１月、平成８年９月、平成９年６月、平成１０年８月、平成１１年７月、９月など甚大
な被害も発生していることから、地元において改修工事の早期完成を望む意見は多い。

・度重なる洪水被害を経験しており、地域住民の防災意識は高く、ハザードマップも平成
１８年度に作成されている。

※ハザードマップ：河川の氾濫等の浸水情報及び避難に関する情報を分かりやすく提供するため、市町村
が作成し公表している住民避難用の地図。堤防が決壊した場合に予想される「浸水区
域」や「浸水深」、危険が迫った場合の「避難所」などが示されている。

○地元情勢、地元の意見

・当該事業を含む「旧北上川圏域河川整備計画」を策定した際に行った「地域の意見を聞く
会」に、沿川の区長をはじめ多数の地域住民が参加し、河川改修事業促進を望む声は極め
て高い状況であった。

・今後の整備区間について、地域の行政区長からの修繕要望で立ち会いを行った時などには
河川改修の整備促進を図るよう求められている。

・真野川の河川改修について石巻市から毎年要望がある。
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事業効果

○効果の発現状況

・日向川については、上流の一部と下流側の揚水機場の補償・築堤を除き完成済み。
・真野川については、最下流部から真野大橋下流付近までをＨＷＬ堤で整備が完了してお

り、概ね１／２０まで治水安全度は向上している。真野大橋下流付近より上流部及び水
沼川 は今後築堤予定であり、概ね１／５程度の治水安全度となっている。

・高木川については、計画区間全て今後の築堤予定であり、概ね１／５程度の治水安全度
となっている。

○想定される事業効果

・河川改修は、ほ場整備事業等（昭和６２年度～平成２３年度）との調整を図りながら順
次進めていて、今後も１／４３の治水安全度で平成３０年度までの整備目標で実施する
こととしており、完成後は流域の浸水被害の軽減が図られる。

※１／４３の治水安全度：昭和１４年１０月２６日の既往最大日雨量を基に、河川整備計画上定めた河川
改修の安全度。

※既往最大日雨量：対象とする河川の過去における雨量記録の中で、日雨量の最大値。

関連事業の概要・進捗状況等

・真野地区ほ場整備事業（昭和６２年度～平成８年度）
・高木地区ほ場整備事業（平成元年度～平成８年度）
・高木地区県営ため池等整備事業（平成１６年度～平成２０年度）
・真野大谷地地区経営体育成基盤整備事業（平成１６年度～平成２３年度予定）

規則第２４条第３号関係代替案との比較検討

・流域が小さく、ほ場整備の予定もあった事から、現川改修が最良の案として計画されてお
り、現時点でも最良と考えられ代替案はない。

規則第２４条第４号関係コスト縮減計画

・ほ場整備事業等と事業調整を行うことにより、用排水施設の統合・撤去や橋梁部等の用地
取得を共同で行いコスト縮減を図っている。（用排水施設の統合により削減することで、
１ヶ所あたり約５０百万円のコスト縮減が図かれた。また、用地取得を共同で行ったこと
から、用地測量費及び連絡調整にかかる人件費が削減でき、約５百万円のコスト縮減が図
れた。）
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規則第２４条第５号関係費用対効果

根拠マニュアル：治水経済マニュアル（平成17年版）
社会的割引率：4％
便益算定期間：50年

事 業 着 手 時 再 々 評 価 時 再 々 評 価 時
区 分 基準年(平成元年) 基準年(平成16年) 基準年（平成21年）

費 建設費 2,990 百万円 2,990 百万円

用 維持管理費 980 百万円 941 百万円

項 総費用 3,970 百万円 3,931 百万円

目 現在価値（Ｃ） 3,530 百万円 4,073 百万円

便 総便益 25,901 百万円 20,643 百万円
益
項 現在価値（Ｂ） 10,127 百万円 7,008 百万円
目

費用便益比（Ｂ／Ｃ） 2.868 1.721

【前回再評価時との違いの要因】
・近年実施された氾濫解析の結果を踏まえ、氾濫区域の変更及び、被害額の算定において最
新データを用いたことによる。

【便益の概要・主な算出根拠】

事

業

の

効

率

性

 真野川上流 費用対効果の算出について
・費用対効果については、「治水経済調査マニュアル」（案）（国土交通省）（平成17年4月改

正）に基づき「洪水氾濫被害の防止効果」を、治水施設の整備期間と完成時点から50年間を評価
対象期間として便益評価を行う。

１　事業の費用（C）
　事業着手時点から治水事業の完成に至るまでの総建設費と現在価値化したものを対象とする。
維持管理費については、事業費の0.5％/年とし、完成時点から50年間発生するものとしている。

２　事業の効果（B）
 (1)事業の効果は、河川改修によって軽減される被害額（＝被害防止効果）を算出。

 (2)計画対象規模を含むいくつかの降雨を設定し、治水施設の整備によって防止し得る被害額
  を便益とする。このとき被害額は一般資産、農作物、公共土木施設等に区分して算出する。

    ・一般資産：家屋、家庭用品、事業所の資産等
    ・公共土木：河川、道路橋梁、鉄道、電力の施設等
    ・農 作 物：田畑別の生産量

 (3)評価時点を現在価値化の基準点とし、治水施設の整備期間を治水施設の完成から50年間を
  評価対象期間とし、総便益Bを算定する。
　  ここで割引率は、「社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的運用指針」

  (建設省、平成11年3月）により、r＝4％とする。

３　計算（単位：百万円）
 ○総費用計算

        現在価値化した総費用（C）＝建設費+維持費＝3,637 +436 =4,073

 ○総便益

   完成時点より50年間の年純便益と整備期間の便益を現在価値化する。
        現在価値化した総便益B= 7,008百万円

全体費用対効果分析の結果：Ｂ／Ｃ= 7,008 /4,073 = 1.721

費
用
対
効
果
分
析

 
一般資産 農作物 公共土木

1/43 839 185 1,421

1/30 811 179 1,375

1/10 631 140 1,069

1/5 361 80 611

1/3 0 0 0

379

1,446 0.1000 145

年平均被害軽減期待額 b（百万円）

526 0.1333 70

2,405 0.0101 24

2,103 0.0667 140

年平均被害軽減
期待額

- - -

確率年
被害額

平均被害軽減額 期待値
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地域指定状況等

・なし

影響と対策

・築堤を２割の土堤とすることで現存する植生の再生に努める。また、必要に応じて木柵を
配置するなど、魚類水生生物の生息環境の保全・創出を図る。
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再評価実施状況

再評価実施年度 平成１１年度

答 申 継続妥当

答 条 件 なし

１ 審議対象事業の実施に関する意見
申 別紙意見 なし

２ 今後の事業実施に関する意見
なし

評価結果 事業継続

評 対応方針 なし
価
結 別紙意見 １ 審議対象事業の実施に関する意見への対応方針
果 に対する なし

対応方針 ２ 今後の事業実施に関する意見への対応方針
なし

再評価実施年度 平成１６年度

答 申 継続妥当

答 条 件 なし

１ 審議対象事業の実施に関する意見
申 別紙意見 なし

２ 今後の事業実施に関する意見
開発区域における治水対策については、河川のほか、道路、都市

計画を含めた総合的な検討が望まれる。
治水対策に当たっては、事前の警告や、洪水ハザードマップによ

る情報提供などソフト対策も積極的に展開すること。

評価結果 事業継続

評 対応方針 なし
価
結 別紙意見 １ 審議対象事業の実施に関する意見への対応方針
果 に対する なし

対応方針 ２ 今後の事業実施に関する意見への対応方針
開発区域の治水対策については、県の「防災調整池設置指導要

網」に基づき、流出抑制措置を講じることとしている。また、水
害ソフト対策は非常に重要と考えており、意見を踏まえ、その検
討を進めていく。

現在の対応状況

開発に関係する治水対策として、許認可申請時には県の「防災調整池設置指導要綱」に
基づき、流出抑制措置を講じているか確認し、指導も行っている。また、ソフト対策とし
てハザードマップの作成も補助事業で実施してきており、平成２１年度末までに県内のほ
ぼ全ての市町村で作成済み予定である。

対 応 方 針

事業継続

総

合

評

価

再
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